
新ルールの適用イメージツール全体のイメージ

円滑に実施

情報提供・市民参加の推進のための新たなルール作りに向けて
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• 現在検証中である「新たな意向把握手法、市民参加手法（新たなツール）」を導入するにあたり、実効性の担保を行う必要がある

• SNSを活用した市民全体の意向の把握（サイレント・マジョリティを含む）やミニ・パブリックスの活用など、想定される新たなツールの

特性を十分に生かした形でルールを検討

サイレント
層

関心

参加

無関心

参加意欲 意向把握 市民参加

電話、窓口

ワークショップ

意見交換会

審議会委員

市長宛てメール

パブコメ、意識調査

SNSを活用した
アンケート

札幌版
ミニ・パブリックス
（検証中）

デジタルプラットフォーム
（R7年度、実験による効果検証を検討）

無作為抽出により、
参加を後押し

通知による興味と、
手軽さで回答

デジタル上であれば
意見を出したい層の参加を後押し

人数

初期段階
で反映

まれに停滞

市

立案

従来型の政策形成過程

市民

新たなルールの適用

市

意見

十分な意向把握や市

民議論の機会を設け

なかった場合

二項対立的な議論が

ある場合、マスコミ

や特定の意見が影響

強い関心

立案素案

全体の意向等

素案

新ツール＋ルール

意見

市民

一定の納得感

• 事案の内容に応じて、新たなツールを加えたさまざまな手法の組み合わせに

より政策を形成していくことを基本とする。

• ただし、「大きな市政課題の方針や施策を決定する場合、かつ、市民生活へ

与える影響が大きい事案」については、市民全体の意向や市民議論を踏まえ

た上で、市長や議会の意思決定が下される必要があるので、新たなツールの

利用を原則とすることなどを検討。

【資料２】
令和6年(2024年)9月26日 第7回第5次市民自治推進会議

市民自治推進会議事務局（市民自治推進室）



情報共有と市民参加の推進のための

ガイドライン（仮）

第５章

評価

第１章

情報共有、市民参加の目的

第２章

情報共有の推進

第３章

市民参加の推進

第４章

市民の役割

• 情報共有、市民参加の目的、背景、必要性

• 実施時期、手法、情報提供のポイント

• 実施時期、手法、市民参加のポイント

• 情報収集の方法

• 意見の提出や参加の機会の活用

• 市民モニター制度（仮称・市民サポーターズ）への登録

• ガイドラインの評価、見直し

情報提供・市民参加の推進のための新たなルール作りに向けて

• 市役所内部の情報提供・市民参加のルールに、新たなツールの内容や背景、運用に当たっての考え方を加え、職員への浸透を図る

• 市民と市役所がともに考え、市政課題の解決を図っていくためには、市民に求められる役割も明確化することが必要

• ガイドライン作成により、行政運営の透明性の向上、市の方針や手続きを市民に理解してもらい協力を得やすくなる、職員の業務の効率

化等が見込まれる

ガイドラインのイメージ
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【資料２】
令和6年(2024年)9月26日 第7回第5次市民自治推進会議

市民自治推進会議事務局（市民自治推進室）


	kaigi7_haihushiryou1.pdfから挿入したしおり
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6


